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２ 海溝型の地震 

海溝型地震とは、海洋プレートが大陸プレートの下に沈み込み続けているために、ひ

ずみが限界に達したとき大陸プレートが跳ね上がって起こる地震です。 

東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）、東南海・南海

地震がその代表例です。 

（特徴） 

●揺れている時間が長い（1 分以上）  

●津波が襲ってくる可能性が高い 

●数十年から 100年程度の間隔で発生する 

 

 

（１）今後、発生が想定される地震 
今後、発生が想定される海溝型の地震としては、南海トラフの地震があります。 

今後 30 年以内に発生する確率は、70％程度と予想されています。 

［南海トラフ巨大地震による最大震度分布］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※海溝である「南海トラフ」で起こる地震は、津波が発生するおそれがあります。 

※南海トラフ以外の太平洋で起こる地震により、ゆれ、津波が大阪にも影響すること

があります。 

   例：  ①東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）（2011年 3 月 11日） 

                        大阪市域の震度２～３、大阪府沿岸に津波注意報 

       ②チリ中部沿岸地震（2010 年 2 月 27 日発生） 

              大阪府沿岸に津波注意報（2010 年 2 月 28 日） 

南海トラフ巨大地震とは 

静岡県沖から四国、 

九州沖にかけての 

浅い海溝（トラフ）沿いで発

生する地震。 
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（２）阿倍野区における被害想定 

   阿倍野区において想定される海溝型地震の被害想定 

 

 

 

①東南海・南海地震の震度分布 

        

 

 

 

地震の 

名称 
地震規模 

阿倍野区において想定される被害等 

最大震度 
津波浸水 

面積 

死者数 

（人） 

建物の 

全半壊(棟) 

避難者 

想定数（人） 

東南海・ 

南海地震 

マグニチュード 

7.9～8.6 
6 弱 0 0 399 379 

南海トラフ 

巨大地震 

マグニチュード 

9.0 
6 弱 0 8 4,581 16,992 
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 ②南海トラフ巨大地震の震度分布 

  
※死者数、建物の全半壊については、平成 19 年大阪府自然災害総合防災対策検討委員会より 

 

 

（３）津波の浸水予測 

海溝である南海トラフで起こる地震では、津波が発生するおそれがありますが、阿倍

野区では、津波による直接の被害はないとされています。 

               

大阪市海岸付近の津波到達

時間は、早いところで 110分、

大阪湾が満潮のときに津波が

来ると、大阪市海岸付近で、場

所によっては６ｍを超える津

波になると想定されています。 

阿倍野区は、 

津波の被害は 

想定されていません。 
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（４）液状化の予測 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市域の地層、地下水位及び

旧地形をもとに液状化の発生

を予測した結果は右図のとお

りです。 

阿倍野区は、 

ほぼ全域にわたり 

極めて液状化しにく

いとされています。 

もっと詳しく知りたいという方は、 

インターネットで次のサイトをご覧ください。 

マップナビおおさか 

 (http://www.mapnavi.city.osaka.lg.jp/webgis/index.html) 
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【参考】大阪市域における地震被害想定 

本市域における地震による被害の想定は次のとおり。 

項  目 

大阪市域への影響が考えられる地震 

内陸活断層による地震 海溝型(ﾌﾟﾚｰﾄ・境界)の地震 

上町断層帯 

地震 

生駒断層帯 

地震 

有馬高槻 

断層帯地震 

中央構造線

断層帯地震 

東南海・ 

南海地震 

南海トラフ 

巨大地震 

地震規模(ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ) 

発生確率  注２） 

7.5～7.8 

2～3％ 

7.3～7.7 

0～0.1％ 

7.3～7.7 

0～0.03％ 

7.7～8.1 

0.06～14％ 

7.9～8.6 

70％ 

9.0～9.1 

70％ 

震度 ５強～７ ５弱～６強 ５弱～６弱 ４～５強 ５弱～６弱 5 強～6弱 

建
物
被
害 

全壊棟数 166,800 62,800 4,700 700 8,500 78,900 

 

 

木造 145,700 58,200 4,400 600 8,000 71,100 

非木造 21,100 4,600 300 100 500 7,800 

半壊棟数 109,900 72,300 9,700 1,700 17,700 217,100 

 木造 82,200 59,700 8,400 1,400 15,200 164,900 

非木造 27,700 12,600 1,300 300 2,500 52,200 

火 災 

注３) 

炎上 

出火 

1 日 325 件 81 件 4 件 0 6 件 ― 

1 時間 162 件 41 件 2 件 0 3 件 ― 

残火災 6 件 注 4) 0 0 0 0 ― 

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
被
害 

電
力 

停電率 

（停電軒数） 

約 64％ 

(約 983 千軒） 

約 7％ 

（約 105 千軒） 

約 1％ 

（約 10 千軒） 

約 0.1％ 

（約 1千軒） 

約 2％ 

（約26千軒） 

約 55％ 

（約 807 千軒） 

復旧期間 約１週間 約６日 約２日 約１日 約１日 約 1週間 

ガ
ス 

ガス供給停止率 

（供給停止戸数） 

約 81％ 

(1,195 千戸） 

約 32％ 

（475 千戸） 

0％ 

(0） 

0％ 

（0） 

0％ 

（0） 

約 53％ 

（約 704 千戸） 

復旧期間 約 2～3ヶ月 約 0.5～1.5 ヶ月 約 0.5～１ヶ月 約２週間 ― 約 1ヶ月 注５) 

水
道 

水道断水率 

（断水人口） 

約 77％ 

(2,075 千人） 

約 68％ 

（1,906 千人） 

約 20％ 

（628 千人） 

約 4％ 

（123 千人） 

約 13％ 

（386 千人） 

51％ 

（1,400 千人） 

復旧期間 約１ヶ月 約１ヶ月 約２週間 約１週間 約１週間 約 40 日後 

下
水
道 

下水道機能支障率 

（断水人口） 
― ― ― ― ― 

約 5.4％ 

（144 千人） 

復旧機関 ― ― ― ― ― 約 1週間 

電
話 

固定電話不通率 

（不通加入者数） 

約 13％ 

(約 525 千回線) 

約 2％ 

（約 64 千回線） 

約 0.9％ 

（約 35 千回線） 

約 0.2％ 

（約 9 千回線） 

0％ 

（0） 

約 48％ 

（約 533 万回線）  

復旧期間 約 2週間 約 2週間 約 2週間 約 5日 ― 約 1ヶ月 

人的 

被害 

死者 8,500 人 1,400 人 ～100 人 0 ～100 人 119,565 人 

負傷者 41,000 人 37,800 人 6,100 人 900 人 10,300 人 53,313 人 

避難所生活者 343,500 人 148,300 人 16,000 人 3,000 人 28,300 人 821,191 人 

注１） 上表の数字は、概ね、大阪府自然災害総合防災対策検討委員会（平成 17 年度、18 年度）における考え方に基づくも

ので、大阪市内における数値を抜粋したものである。 

なお、南海トラフ巨大地震に係る数値については、「大阪府防災会議 南海トラフ巨大地震被害想定等検討部会（平

成 25 年度）」における考え方に基づくもので、大阪市内における数値を抜粋したものである。 

注２） 発生確率（今後 30 年以内）は、文部科学省所管の地震調査研究推進本部による平成 24 年 1月 1日を算定基準日とし

た評価である（平成 24年 1月 11日現在）。  

注３） 火災は、冬季夕刻・風速 5.3m/s で想定した。 

「炎上出火」は、地震後に出火した火災のうち家人、隣人等による初期消火活動で消火できずに残った火災であり、

「残火災」は、炎上出火（1時間）のうち、大規模地震下で自主防災組織が機能しなかった場合を想定し自主防災

組織の活動を考慮せず、公設消防のみの消火活動で消火できずに残った火災である。 

注４） 自主防災組織が公設消防と協同して消火活動した場合の想定は 0件である。 

注５） ガスにおける復旧期間は供給停止戸数より全半壊戸数を除いた戸数を対象としている。 
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３ 地震と揺れの状況 

出典：大阪市地域防災計画 


